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ＩＴ政策を巡る動向について
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経済産業省

商務情報政策局
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Ⅰ．全体論
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技術進歩の速度比較

○ｶﾞｿﾘﾝ自動車（時速２０km/h)       ：１８８６年
○Boeing 747 の初飛行　　　　　　　：１９７０年

○Ｆ１５の初飛行　　　　　　　　　　　 ：１９７２年
○東海道新幹線：1964年開通（210km→300km)
○スペースシャトルの初飛行　　　 ：１９８１年

VS

○スパコンの処理能力：過去１０年で１００倍
　 過去２０年で10000倍

○プロセッサのMIPS価格：過去６年で１／７０
　　　　　　　 処理能力　：過去15年で１億倍超
○ネットワークの伝送能力：ISDNから高速化
　　　　　　　　　　　　　　　　　 で２５倍

○　これほどの速度と容量の向上・進歩は、他の産業では見られない。
○「より速く、より大容量に」という能力向上が著しく、それまでできなかったこと

が、簡単に実現されてきた。（高速道路が１０００車線になり、１万トン積みのト
ラックが時速１０００kmで走るようになったもの）

ＩＴが革命を起こすと言われた理由

○　「情報の生産＆流通」（コンピュータ、ソフトウェア、通信）そのものが、巨
大産業に成長。ＩＴ産業の成長自体が世界経済の９０年代の成長をリードＩＴ産業の成長自体が世界経済の９０年代の成長をリード。。

○　情報共有コストの急速な低下により、顧客志向に基づく企業間連携や公共サー
ビス改革が発生。２１世紀は、ＩＴの利活用によるユーザの競争力強化が主題２１世紀は、ＩＴの利活用によるユーザの競争力強化が主題　　
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情報サービス産業

通信産業

参考：ＩＴ産業の成長

ＩＴ産業の売上高（ハード、ソフト、通信を含む）

出典：経済産業省生産動態統計、経済産業省特定サービス産業動態調査、総務省通信産業実態調査
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（２)ハードディスク
の記憶容量

～９１年から９７年の６年間でマイクロプロセッサー
　　　　のMIPS価格が２３０ドルから３．４２ドルに～
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地球シミュレータ（科技）

スーパーコンピュータの処理能力

処理能力：ここ１０年で１００倍
　　　　　　　２０年で１００００倍

　　

○計算化学シミュレーション
　　１９８８年　　約３０原子で３０日　 　１９９３年　　約１４００原子で３０日

　　１９９８年　　約１０万原子で３０日　　

出所：通産省
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個人用映像サーバ

出所：通産省

ＩｎｔｅｌＣＰＵの場合　　　ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ数　　　　　動作周波数
　　Intel4004 (1971) :       　 2.250　　＊ 　　0.1MHz 
　　Intel 386(1985)   :    　275,000　　＊ 33 MHz
　　Pentium(1993)　 : 　3,100,000　　＊ 200MHz
　　PentiumM(2003）:　77,000,000　　＊ 1.6GHz(1600MHz)
約３０年間で９億２４００万倍（トランジスタ数＊動作周波数）

参考：コンピュータの処理能力の向上

ＩｎｔｅｌＣＰＵの場合　　　ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ数　　　　　動作周波数
　　Intel4004 (1971) :       　 2.250　　＊ 　　0.1MHz 
　　Intel 386(1985)   :    　275,000　　＊ 33 MHz
　　Pentium(1993)　 : 　3,100,000　　＊ 200MHz
　　PentiumM(2003）:　77,000,000　　＊ 1.6GHz(1600MHz)
約３０年間で９億２４００万倍（トランジスタ数＊動作周波数）
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参考：高速ネットワークの普及
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DSL
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・ブロードバンドとは‥
広い周波数帯域のことであり、それにより高速で
インターネットに接続出来る。
現在ブロードバンドサービスを提供するのは、主と
してＣＡＴＶ、ＤＳＬ、ＦＴＴＨである。

・ＣＡＴＶ
　有線（ケーブル）でテレビ番組を配信する仕組みのことであり

広帯域であるため、インターネット接続サービスも提供可能。

・ＤＳＬ （Digital Subscriber Line)
　 電話回線を使用した高速データ通信のことであり、そのうち

現在普及しているのは主としてＡＤＳＬ（下り（家庭でデータ
　 を受け取る場合）速度のみが速い。）である。
・ＦＴＴＨ (Fiber To The Home)
　 光ファイバーケーブルを家庭の入り口まで引き込むこと。
　 最大100Ｍｂｐｓという超高速接続が可能であり、将来的には
　 全てのインターネット接続はＦＴＴＨになると予想される。

ブロードバンド加入数の推移　　　　（総務省調査）
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ブロードバンド環境整備は着実に進展。（平成15年５月末時点で１０００万突破）

家庭

※ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨは４月末の数字
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参考：ネットワークの速度の向上

第２世代携帯
（iモード）

９６００ｂｐｓ

音楽ＣＤ１枚※

電話回線
（ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ）
５６ｋｐｓ

■コンテンツのダウン
　
　ロードに要する時間

映画１本※

※音声・映像デジタル信号をそれぞれ圧縮技術により情報量を小さくして伝送した場合 （参考）情報通信白書（総務省）

■スムーズな利用が可■スムーズな利用が可
能となるコンテンツ・サー能となるコンテンツ・サー
ビスの例ビスの例

約２時間半
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約６分

約５時間

約２５分

約１３時間
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約１時間
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約５分

第３世代携
帯
（ＦＯＭＡ等）

384ｋｂｐｓ
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ＣＡＴＶ
1.5Mｂｐｓ ８Ｍｂｐｓ

光ファイバー

１００Ｍｂｐｓ

ＰＨＳ
ＩＳＤＮ
64ｋｂｐｓ

メールメール

ウェブ閲覧ウェブ閲覧

静止画像静止画像

短時間動画短時間動画

の配信の配信

テレビ会議テレビ会議 通常の通常の

テレビ映像テレビ映像

高精細度映像高精細度映像

（ﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ）（ﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ）

ライブ中継ライブ中継

ナローバンド ブロードバンド
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ＩＴ市場の新たな流れ

汎用大型機の時代
＝ＩＢＭの時代

ＰＣ＆ＰＣﾈｯﾄﾜｰクの時代
＝Ｗｉｎｔｅｌ の時代

あらゆる機器がネットワーク
に接続され、情報処理機能を
持つ時代

＝ﾕﾋﾞｷﾀｽ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｷﾝｸﾞ

～１９８０ １９８１～２０００頃

２０００頃～ＩＴパラダ

イムの変
化

計算ｾﾝﾀｰ
からｵﾌｨｽへ

オフィスから
どこでもｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ

技 術 面
の 構 成
　 ＆
技 術 レ
ン ト の
発 生 源 ハードウェア

企業毎の独自のアーキテクチ
ャと独自の製品

ソフトウェア

・自社独自のＯＳ
・自社独自のアプリ
・自社によるサービス

事実上不可分

ハードウェア
Dos-V､MACなどが群雄割拠。
価格は叩き合い

ｲﾝﾃﾙ/ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ

（ハード、ソフトﾄ一体となっ
たビジネス）

アプリケーション
＆コンテンツ

優秀なｱﾌﾟﾘ/ｺﾝﾃﾝﾂが使いたい
から、ﾊｰﾄﾞ／OSを決める。
　

(注)ワード、エクセル、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｴｸｽﾌﾟﾛｰﾗ　など

ＯＳ
事実上マイクロ
ソフト一人勝ち

LINUX
等の登場

アプリケーション

コンテンツ

各社独自仕様各社独自仕様 各社共通仕様各社共通仕様レントの発生源

情報家電等

多種多様な情報
機器

密接不可分

組込ＯＳ
色々な試みが
進捗中

ネットワーク
全体をあた
かも一つの
コンピュータ
のように動
かす技術
（グリッド）
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ー
プ
ン
ソ
ー
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苦戦するＩＴ産業

　　一見利益率の高い各社独自仕様のハードとソフトにこだわっているうちに、
共通仕様（オープン）の市場では苦戦。

　　一見利益率の高い各社独自仕様のハードとソフトにこだわっているうちに、
共通仕様（オープン）の市場では苦戦。

ソフト
①オペレーティングシステム（OS）、②アプリケーションソフト

　ＰＣ用ではマイクロソフトが独占。サーバー等中型大型でも、共
通仕様のものでは、Ｕｎｉｘ，Ｌｉｎｕｘなどが主軸。
日本：世界に追従するのみ。情報家電の世界が次の勝負？

　主要なソフトは欧米製。製造業用のカスタムタムメイドソフトな
ど独自仕様の世界には一部に優れたももある。

ＯＳ

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄ

ハード
①半導体（ＣＰＵ、メモリ等）、②ディスプレイ　等

ＣＰＵはインテル、モトローラ等米国強し。
メモリはサムソン、ハイニックス等韓国が高シェア。
日本：業界再編へ。（ＤＲＡＭ：世界で戦える１社（ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞ）
　　　 に集約。システムＬＳＩ事業：２グループに集約化の方向。）

韓国勢が伸長、台湾勢も積極的に投資。
日本：シャープのみ奮闘。
　　　 製品は大型テレビ、携帯用中小型にシフト。　　　　

半導体

液晶ディスプレイ
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ＩＴサービスの国際競争力

• 　日本は従来の独自仕様の市場の守りに走った結果、

– 　欧米で進んだ高度な分業と協業を含むソフトウエア開発ノウハウで後れを
とった（ソフトウエア工学的基礎の欠如）

– 　コンサルタント、プロジェクトマネージャー、セキュリティスペシャリス
トなど専門分化の進んだ各分野での高度な人材育成で後れをとった

• 　他方で、外資系の人材育成ノウハウの流入、インド・中国の猛追など、日本の
ＩＴサービス産業の議論の場がますます狭まっている。

• 　日本は従来の独自仕様の市場の守りに走った結果、

– 　欧米で進んだ高度な分業と協業を含むソフトウエア開発ノウハウで後れ高度な分業と協業を含むソフトウエア開発ノウハウで後れを
とった（ソフトウエア工学的基礎の欠如）

– 　コンサルタント、プロジェクトマネージャー、セキュリティスペシャリス
トなど専門分化の進んだ各分野での高度な人材育成で後れ専門分化の進んだ各分野での高度な人材育成で後れをとった

• 　他方で、外資系の人材育成ノウハウの流入、インド・中国の猛追など、日本の
ＩＴサービス産業の議論の場がますます狭まっている。
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プロジェクトマネージャー

データベーススペシャリスト

セキュリティスペシャリスト

ネットーワークスペシャリスト…
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大工の棟梁方式
（独自仕様で一貫生産）

大工の棟梁方式
（独自仕様で一貫生産）

ソフト工学の基礎を共有し、分業と協業を実現ソフト工学の基礎を共有し、分業と協業を実現

各社バラバラの開発方式各社バラバラの開発方式

大工の棟梁方式
（独自仕様で一貫生産）

大工の棟梁方式
（独自仕様で一貫生産）
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　これからは、ＩＴ産業ではなく、ＩＴを高度に利活用する企業・社会が国際競争力
をPushする。ＩＴバブルの崩壊とＩＴの重要性とは別の議論。

　これからは、ＩＴ産業ではなく、ＩＴを高度に利活用する企業・社会が国際競争力
をPushする。ＩＴバブルの崩壊とＩＴの重要性とは別の議論。

ＩＴ利用

生産率変化-0.5
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出所：米国商務省（デジタルエコノミー）

出所：ＯＥＣＤ
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９．１１ﾃﾛ ｴﾝﾛﾝ事件 高度ＩＴ利用企業の
株価は維持
シティ、ＧＥ、ｳｫﾙﾏｰﾄシティ、ＧＥ、ｳｫﾙﾏｰﾄ等

ＩＴ供給側企業の
株価は下落
ルーセント、ヤフールーセント、ヤフー等

米国の株価推移
とＩＴバブルの含意

米国の株価推移米国の株価推移
とＩＴバブルの含意とＩＴバブルの含意

ＩＴ利用と生産性ⅠＩＴ利用と生産性ⅠＩＴ利用と生産性Ⅰ ＩＴ利用と生産性ⅡＩＴ利用と生産性ⅡＩＴ利用と生産性Ⅱ

日本

ＩＴ利用の生産性への貢献
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出所：「ＩＴの生産性上昇効果　
　　　　についての国際比較」　
　　　　日本銀行国際局（斎藤克仁）

【米国】業種別IT投資の民間設備投資比率（実質・上位10社）

1 通信業 58.4 対事業所サービス 71.4 対事業所サービス 84.7
2 対事業所サービス 50.9 通信業 62.2 通信業 64.0
3 教育・医療その他サービス 33.5 教育・医療その他サービス 36.0 金融・保険業 54.8
4 一般機械 33.1 金融・保険業 34.9 教育・医療その他サービス 51.7
5 精密機械 33.0 精密機械 34.9 卸売業・小売業 49.9
6 電気機械 31.3 電気機械 32.7 一般機械 48.1
7 金融・保険業 28.6 一般機械 32.3 精密機械　　産業平均39.5 46.9
8 化学 26.1 卸売業・小売業 30.4 電気機械　　　　　　↓ 43.3
9 対個人サービス 24.7 化学 27.4 化学 34.1

10 窯業・土石製品 23.3 窯業・土石製品 20.7 その他製造業 29.1
（出典）U.S. Department of Commerce, Survey of Current Business(Reproducible Tangible Wealthof the United States

【日本】

1 電気機械 31.0 金融・保険 49.5 金融・保険 54.7
2 金融・保険 28.5 電気機械 34.0 電気機械　　産業平均20.0 27.7
3 精密機械 19.2 運輸・通信 22.9 運輸・通信　　　　　↓ 26.1
4 運輸・通信 18.7 精密機械 21.8 精密機械 19.0
5 石油製品 11.8 化学製品 12.9 卸・小売 13.3
6 電力 11.6 石油製品 11.6 化学製品 12.9
7 化学製品 10.8 一般機械 11.5 石油製品 11.2
8 一般機械 9.6 輸送製品 8.3 繊維製品 9.4
9 繊維製品 8.7 卸・小売 8.0 電力 9.3

10 輸送製品 8.5 電力 7.5 一般機械 8.8
（出典）産業連関表、機械受注統計

1990年 1995年 1998年（推計）

1991年 1994年 1997年

ＩＴストックの資本ストックに占める割合
ＩＴストックの資本ストックに占める割合

業種別ＩＴ投資の比率（米国、日本）
業種別ＩＴ投資の比率（米国、日本）

ＩＴ投資の定着で遅れる日本

　我が国のＩＴ投資の資本への定着は諸外国に比べて遅れており、ＩＴ投資が
進んでいる業種も特定の業種に限定。ビジネスでのＩＴ活用は遅れ気味。

　我が国のＩＴ投資の資本への定着は諸外国に比べて遅れており、ＩＴ投資が
進んでいる業種も特定の業種に限定。ビジネスでのＩＴ活用は遅れ気味。
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（９６年時点、名目、％）
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　こうしたビジネスでのＩＴ活用より更に遅れているのが、政府部門。

世界の電子政府ラインキングは、１５位（2003年）。

　こうしたビジネスでのＩＴ活用より更に遅れているのが、政府部門。

世界の電子政府ラインキングは、１５位（2003年）。

出典：アクセンチュア　第４回電子政府進捗度調査（２００３）

農業、防衛､eデモクラシー（民主政治プロセスの電子化）、教育、厚生労働、出入国管理・法務
・公安、郵政､調達､国会、税務､運輸の11の主要部門の中から、中央政府が行う201のサービ

スについて調査。

電子政府構築の到達度

更に遅れる政府部門
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しかし、今行われているＩＴ導入の実態は、

　ＳＣＭ、ＣＲＭ、ＥＲＰなどというが、実態は、製造、
流通、物流など、それぞれの段階でバラバラにＩＴ化。

　電子政府といいながら、現場が縦割りの業務を変えず
に単純にＩＴを導入しようとしてきた従来の「行政の情
報化」も、同じ歴史。

しかし、今行われているＩＴ導入の実態は、

　ＳＣＭ、ＣＲＭ、ＥＲＰなどというが、実態は、製造、
流通、物流など、それぞれの段階でバラバラにＩＴ化。

　電子政府といいながら、現場が縦割りの業務を変えず
に単純にＩＴを導入しようとしてきた従来の「行政の情
報化」も、同じ歴史。

　業務・組織改革を伴うＩＴ化

・　個々の業務ではなく、企業・

組織全体で、顧客の視点に

たった、組織再編、業務革新

が必要。

・　省庁間の縦割りを超えた業

務・システムの最適化、企業

を超えた電子タグの共有など、

事業構造自体の改革へ。

　業務・組織改革を伴うＩＴ化

・　個々の業務ではなく、企業・

組織全体で、顧客の視点に

たった、組織再編、業務革新

が必要。

・　省庁間の縦割りを超えた業

務・システムの最適化、企業

を超えた電子タグの共有など、

事業構造自体の改革へ。

★企業の国際競争力強化
－　ローコストオペレーション
－　顧客ニーズ把握……　等

★世界最高水準の電子政府

－　縦割り行政の廃止

－　安全・便利な電子申請
　 ……　等

★企業の国際競争力強化
－　ローコストオペレーション
－　顧客ニーズ把握……　等

★世界最高水準の電子政府

－　縦割り行政の廃止

－　安全・便利な電子申請
　 ……　等

経営革新、政府機能革新
を伴うＩＴ化

経営革新、政府機能革新
を伴うＩＴ化

個々の取引や業務
プロセスのＩＴ化

個々の取引や業務
プロセスのＩＴ化

定型大量事務
処理の機械化

定型大量事務
処理の機械化

影響範囲

革新度事務道具としてのＩＴ

経営を支援するＩＴ

経営と一体化するＩＴ

ＩＴ利活用の鍵は、業務オーナーによる大胆な業務改革



情報政策ユニット15

インフラ整備

実利用

●高速・超高速インターネット
　 実利用　約１,０００万

●国民から行政へのオンライン
　 での手続は今のところ少ない ●高速・超高速インターネット

　 接続可能数　約５,０００万

●国民と行政の間の申請・届出等
　 の９７％がオンラインで可能

　e-Japan戦略
　・インフラ整備
　・電子商取引
　・電子政府
　・人材育成

　e-Japan戦略
　・インフラ整備

ｅ－Japan戦略Ⅱ

　・電子商取引
　・電子政府
　・人材育成

　・基本理念

　　「構造改革」、「新価値創造」、

　　「個の視点」、「新たな国際関係」

　・先導的取組み

　　医療、食、生活、中小企業金融、知（学び）、

　　就労・労働、行政サービス

　・横断的取組み

　 次世代インフラ、セキュリティ、研究開発、

　　人材育成、国際戦略

ｅ－Japan戦略Ⅱ
　・基本理念

　　「構造改革」、「新価値創造」、

　　「個の視点」、「新たな国際関係」

　・先導的取組み

　　医療、食、生活、中小企業金融、知（学び）、

　　就労・労働、行政サービス

　・横断的取組み

　 次世代インフラ、セキュリティ、研究開発、

　　人材育成、国際戦略

２００１

２００３

２００６年以降も世界最先端のIT国家

第１フェーズ

インフラ中心

第２フェーズ

利活用拡大

新しいＩＴ戦略

　インフラメインのｅ－Ｊａｐａｎ戦略から、利活用メインの新たな
ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱへ

２００５年に世界最先端のIT国家

　インフラメインのｅ－Ｊａｐａｎ戦略から、利活用メインの新たな
ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱへ
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経済産業省の取組み

情報政策は、第１フェーズ（インフラ整備）から第２フェーズ（利活用）へ情報政策は、第１フェーズ（インフラ整備）から第２フェーズ（利活用）へ

ITの利活用により、

　・ 組織（民間、公的機関ともに）の競争力を強化すること
　・ 国民の利便性・安全性等を向上させること

ITの利活用により、

　・ 組織（民間、公的機関ともに）の競争力を強化すること
　・ 国民の利便性・安全性等を向上させること

ITは経済産業政策のツールであり、情報政策は構造改革の手段

産業再編に対する支援
例．半導体産業の戦略的再編

産業再編に対する支援
例．半導体産業の戦略的再編

新規産業創出に資する規制改革新規産業創出に資する規制改革

研究開発・標準化に対する支援研究開発・標準化に対する支援

セキュリティ・個人情報保護セキュリティ・個人情報保護

高度な人材の育成高度な人材の育成

コンテンツ・サービスの充実
例．クリエイタの育成、著作権ルール

コンテンツ・サービスの充実
例．クリエイタの育成、著作権ルール

ユーザーの意識改革
例．電子政府、企業のIT化（ＩＴ投資減税等）

ユーザーの意識改革
例．電子政府、企業のIT化（ＩＴ投資減税等）

新IT戦略新新ITIT戦略戦略

ポイントポイントポイント

ITバリアフリーの推進
例．使い易いパソコン、ホームページ等

ITバリアフリーの推進
例．使い易いパソコン、ホームページ等

新IT戦略に沿って着実に実施
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２００１年１月
　　e-Japan戦略
２００１年１月
　　e-Japan戦略

２００１年３月
　　e-Japan重点計画
２００１年３月
　　e-Japan重点計画

２００２年６月
　　e-Japan重点計画-2002
２００２年６月
　　e-Japan重点計画-2002

２００３年７月
　　新IT戦略
　　　

２００３年７月
　　新IT戦略
　　　

２００３年８月
　　e-Japan重点計画-2003
　　　

２００３年８月
　　e-Japan重点計画-2003
　　　

日本のIT戦略（スケジュール）
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既存事業に切り込むための戦略論

••「よくできた」既存の組織や規制が、「よくできた」既存の組織や規制が、

活きたＩＴ利活用の障害に。活きたＩＴ利活用の障害に。

– 　既存事業や規制に切り込む原動力となる戦略論が必要。

• 電子政府構築計画

– 　ＣＩＯ連絡会議で本年７月に決定。

• ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ

（医療、中小企業金融、生活（情報家電を含む）、就労、知）

– 　ＩＴ戦略本部で本年７月に決定。(e-Life戦略研報告は本年４月)

– 　これにあわせて、e-Japan重点計画２００３も策定。

• 電子タグとトレーサビリティ

– 　電子タグの一気通貫性を活かし、ＥＤＩ、ＥＣを次ぐ大き

な流れに。

– 　産構審情報経済分科会で電子計算機利用の連携指針に。
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○検討内容：
　・ 商品のトレーサビリティに関するニーズ
　・ 企業コード、商品コード、単品管理コードなどの標準化
　・ 商品履歴情報の保存・確認手法
　・ 所要の技術及びルール

○メンバー：
　 学識経験者、標準化関係団体（(財)流通システム開発センター、電子商取引推進協議会

（ECOM)、(社)日本ロジスティックスシステム協会）、流通業界、製造業界等（加工食品、日

用雑貨、繊維、自動車、家電、書籍等）、ＩＴ業界、消費者代表

　　※関係省庁もオブザーバ参加

　リサイクルの促進、食品や生活用品の安全確認、盗難防止や盗品・偽ブランド流通の防止な
ど、業界横断的な課題の出現に伴い、商品のトレーサビリティ（商品や原材料の流通履歴の確
認のしやすさ）の向上が必要。経済産業省では研究会を開催し、消費者にとっての透明性向上
の観点から、ICタグ（ＲＦＩＤ）等を用いた総合的な商品のトレーサビリティ対策の在り方を検討。

（参考）商品トレーサビリティの向上に関する研究会
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本税制の減税規模

　　全ての企業（青色申告企業）が行う自社利用のＩＴ投資に対して、１０％の税
額控除と取得資産の５０％の特別償却の選択を認める制度を創設。ＩＴ投資の加速
に向けた重点的な施策投入を行う。★法人税額の２０％を上限、超過分は一年分繰越し可能。

　　全ての企業（青色申告企業）が行う自社利用のＩＴ投資に対して、１０％の税
額控除と取得資産の５０％の特別償却の選択を認める制度を創設。ＩＴ投資の加速
に向けた重点的な施策投入を行う。★法人税額の２０％を上限、超過分は一年分繰越し可能。

(1)ソフトウェア投資（新品であって一定金額以上の投資）

　税務会計上、自社利用ソフトウェアとして無形固定資産に計上されるもの全て
　（受託開発ソフトウエア、パッケージソフトウェア、自社開発ソフトウエア（ただし、

複写して販売する原本、開発研究用を除く））。

　(2)ハードウェア投資（新品であって一定金額以上の投資）

　　①電子計算機（パソコン、サーバーなど）及び
　　　付属装置（ストレージ、プリンタなど）
　　②通信関連機器（ルーター・スイッチ、無線LAN装置など）
　　③事務用機器（デジタル複写機など）
　　④その他（デジタル放送受信設備、インターネット電話設備など）
・リースの扱い

　　　中小・中堅企業のＩＴ投資がリース中心であること、現下の厳しい経済情勢を打
開する必要があること、などを踏まえ、特例として資本金３億円以下の企業に関し
ては、税額控除の対象にリース（リース料金総額の６０％）も含める。

減税の対象となるＩＴ投資
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戦略を支えるＩＴリソース

•• 改革に踏み切るにも必要なリソースが不足。改革に踏み切るにも必要なリソースが不足。

研究開発　　　　→　信頼性・安全性が高く経済的な技術が必要

→　共通仕様の世界に通用する技術の輩出が必要　

－　ハード：テーマ別＋事後評価型Ｒ＆Ｄ、ベンチャー

－　ソフト：グリッド・コンピューティング

　＋次世代ソフト、オープンソース、中小ベンチャー

人材育成　　　→　新たな業務・システムを企画し、実行できる高度なＩＴ人材が必要

→　ソフト工学の強化、専門分化したプロの育成、アジア戦略　

－　産学連携ソフトウエア工学実践拠点（SEC）の整備

－　ＩＴスキル標準及び対応型教育訓練支援

－　天才クリエータ発掘（未踏ソフト）、教育情報化、ＩＴコーディネータ

－　アジアＩＴイニシアチブ（アジアＩＴ人材育成）

セキュリティ　→　9.11.以降強まるセキュリティへの社会ニーズ、

→　全てのＩＴﾕｰｻﾞが必要とするＩＴ利活用の大前提。

－　技術、人・組織、普及啓発の３側面から、世界と協力しつつセキュリティ水準を向上。

－　政府、重要インフラを含めて緊急時対応体制も強化。

－　それらをまとめる「総合セキュリティ戦略を策定」



情報政策ユニット22

Ⅱ．ITソフトサービス各論
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１．構造変化と政策対応
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　　情報化投資の動向

○日本の情報化投資はレガシー・システム（汎用機）全盛の時代は、むしろ米国
を凌いでいた。
○バブル期及びその後の停滞期に５年強の間、情報化投資が停滞。
○この５年強の期間は、１９８０年代に始まったダウンサイジング、ネットワーク
化（→インターネット）が急速に普及していった期間と一致。
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ユーザー企業のＩＴはみんなばらばら？

• 日本のＩＴ流通市場は以下の特徴を昔から有している。

– ハードウェア指向が強い。

– 横並びで導入してきた場合が多く、戦略的な活用が考えられたことがない。

– 「系列」のような中間組織毎にまとまってしまっている。

A SystemA System C SystemC SystemB SystemB System D SystemD System

経済産業省　商務情報政策局
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ﾕｰｻﾞｰ産業の構造と New Value Chain

T Corp.
Automobile

M Corp.
Financial Service

Ｓ　Corp.
AV Devices

D Distribution  
Services Corp.

Shopping Guide Services

e-Learning

e-Government

新しい新しい
ビジネスビジネス

失業など失業など

対立対立

元請業者元請業者

下請業者下請業者

対立対立 対立対立

失業など失業など 失業など失業など

・
・
・
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情報化資源調達

システム開発監理

顧客

経営戦略策定

戦略のモニタリング

システム運用監理

戦略的情報化企画

ＩＴ投資のライフサイクルプロセスＩＴ投資のライフサイクルプロセス
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ＩＴ調達

ＩＴ開発

国民

電子政府のBPR
　　　　　　　 企画

戦略のモニタリング

ＩＴ運用

ＩＴ企画

事例データ共有・分析活用事例データ共有・分析活用

の強化の強化

インセンティブ付契約

インセンティブ付契約

ＳＬＡ
ＳＬＡ

契約方式の適正化

契約方式の適正化

（分割／複数年）

（分割／複数年）

専門家活用専門家活用
作業強化作業強化

ＰＭ強化
ＰＭ強化

弱点弱点

弱点弱点

弱点弱点

弱点弱点

専門家の活用

専門家の活用

人材育成
人材育成

技術評価の強化

技術評価の強化

弱点弱点

ITIT投資のライフサイクルプロセス（２）投資のライフサイクルプロセス（２）
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ポイントポイント

○背景の更なる変化
ＩＴﾌﾛﾝﾃｨｱの拡大：用途の本格的広がり
ＩＴ技術のOpen化：Openベースの技術の広がり
ＩＴ Service国際化：ベンダーもユーザーも国際化

○ネック
調達に際してアーキテクチャデザインがなされていない。このため、
不明確な目標に不的確な手段、その乖離が発生。不幸の原因に。
また、そもそもスキルが偏在しており、必要なスキルが調達できない
結果として営業力で勝負して、そこそこのシステムを作ることに。
この結果、スキルや技術が価格に反映されない。

○目標
最終的には、良いスキル、良いプロセス、良い技術が価格評価

　　　　される市場の確立が目標。そのための窮極は、
　　良い人材、良いプロセス、良い技術を供給するための仕組み
　　何が「良い」のかを特定するＩＴ投資効果の特定のための仕組み
その結果として、ＩＴサービス企業の業態変化も起きてくる。
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雇用見直し
→ S.S.

→ 派遣法

ソtトウェア

顧客満足度の向上
企業収益の向上

　 人材育成
（スキル）

　技術開発　
　（ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）　

市場・組織改革
（プロセス）

BRPの徹底
RFPの明確化 ITIT投資効果の明確化投資効果の明確化

● ITｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ育成・活用 ● 政府調達制度改革

● Skill Standard
● 試験のCBT化、ﾓｼﾞｭｰﾙ化

● ｿﾌﾄｳｴｱﾌﾟﾛｾｽ改善普及
● CMMの体制作り

●技術政策
見直し

● 未踏 /
次世代
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

● IT試験の
ｱｼﾞｱ展開

●e-Learning
ｱｼﾞｱ展開

● e-Learning
標準開発・普及

● ﾘﾃﾗｼｰ対策
●初等中等教育情報化

経済構造／経営改革基盤としてのITサービスの確立

　　IT社会を支えるソフトウエア基盤の確立

ITITｻｰﾋﾞｽのｻｰﾋﾞｽの
国際化国際化

ITITのの
技術の技術の

Open Open 化化

● ｾｷｭﾘﾃｨ対策
● ｿﾌﾄｳｴｱ工学基盤強化

ITｻｰﾋﾞｽの
業態改革

Finance
見直し
→ 税制
→ P.F.

→ ﾍﾞﾝﾁｬｰ

価格理論の明確化価格理論の明確化

ITITのの用途の用途の
急拡大急拡大
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２．施策対応概要
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(1)テクノロジーの強化
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我が国ＩＴ産業が有する強みを効果的に発揮し、国際競争的優位を
維持・強化するための情報技術開発、特に、実用化・市場化に直結
する戦略技術の開発を集中的に支援する（フォーカス２１）。

我が国ＩＴ産業が有する強みを効果的に発揮し、国際競争的優位を
維持・強化するための情報技術開発、特に、実用化・市場化に直結
する戦略技術の開発を集中的に支援する（フォーカス２１）。

フォーカス２１

●ビジネスグリッドコンピューティング【 28億円（新 規）】

グリッドコンピューティングは、ネットワークで接続された複数のコンピュータや記憶

装置をあたかもひとつのコンピュータのように機能させるもので、本事業では高い信頼性

が厳しく要求されるビジネス用途に必要となる基盤となるソフトウェア開発等を行う。

将来を担う情報技術開発

●オープンソフトウェア活用基盤整備事業【 10.0億円（新 規）】

●次世代ソフトウェア開発事業【 6.0億円（12.0億円）】 　

●未踏ソフトウェア創造事業【 11.0億円（11.0億円）】

●中小ＩＴベンチャー支援事業【 2.0億円（新 規）】
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１．問題の所在

○　オープンソース・ソフトウェア　：　Linux（リナックス：ＯＳソフトウェア）など、プログラムそのもの（ソースコード）

を公開して、誰でも自由に改良できるようにしたソフトウェア。

○　オープンソース・ソフトウェアは、セキュリティの向上、システム構築のトータルコスト改善というメリットもあり、
英、仏、中国など各国で政府調達においても採用する動きが生じている。　

○　我が国においても、積極的な採用を検討すべきとの意見が出ている。

○　一方、マイクロソフト社は政府機関にWindowsのソース･コードや技術情報を開示する「ガバメント・セキュリ

ティ・プログラム（ＧＳＰ）」を発表。（しかし、依然として利用者によるソース･コードの修正は認められない。）

２．対応方針

○ 安全保障および産業政策上の観点から、「選択肢」を幅広く持つようにすることは必須。

○ そのための課題（技術者の養成、法的リスク解決等）に早急に取り組み、準備を整えることが

必要。

との二つの観点を踏まえ、以下の施策を着実に実施。

①実証的な導入、技術者コミュニティへの支援（１５年度予算　１０億円）

②法的リスクの検討（「オープンソース・ソフトウェアライセンス契約問題検討会」で検討中）

③オープンソースをベースとした技術開発支援・国際協力（アジア各国との意見交換）

（参考）　オープンソース・ソフトウェア
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(2)人材育成
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ITスキル標準

ＩＴスキル標準 ： ＩＴ関連サービスの提供に必要な能力を体系化した指標。職種を「コンサル

タント」、「プロジェクトマネジメント」、「ＩＴスペシャリスト」など１１に分類し、それぞれをさらに

複数の専門分野に細分化。個人の能力や実績に基づく７段階のレベルを規定。

　経済産業省は２００１年夏より、検討開始。２００２年５月より、産業界、学識経験者等か

らなる、ITスキル・スタンダード協議会を開催し、同年１２月にVer.1.0を策定。 平成１４年

度補正予算では、同標準を活用した人材育成システムを公募。これにより、IT企業、大学、

自治体間の新たな機能的連携が進展。

ポイント ： ITサービス業では、熟達したスキルが最も基本的な経営資源だが、スキル獲

得に必要な経験・知識の内容が客観化されていない。ＩＴスキル標準を整備し、企業によ

る戦略的なスキル開発、個人によるスキル向上を支援する。
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「ITｻｰﾋﾞｽ企業200社におけるIT人材に関する調査（H13.9
経済産業省調査）」

＜人材の割合＞

＜全体の不足感＞

＜種別毎の不足感＞

ＩＴ人材の不足感ＩＴ人材の不足感
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ＩＴスキル標準の概要
（スキル・フレームワーク）
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参考資料

集中エリア集中エリア!!!!
((ITIT--SpecialistSpecialist中堅中堅))
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ＩＴ企業

大学

自治体

公的機関

大企業 中堅中小 学生 他業種人材
／離職者

ﾌﾘｰﾀｰ育成主体

育成対象 ＩＴ企業内人材

自社内で充当

各社ﾊﾞﾗﾊﾞﾗの対応
低い実効性

大学単独では、座
学中心の教育で
非実践的

公的職業紹介
ﾎﾜｲﾄｶﾗｰの効果的な訓練制度はなし◆電子自治体の実現

等地域に密着した人
材ﾆｰｽﾞへの対応
◆自治体が主導し、
外資系企業等と連携

Ⅱ．Ⅱ．

◆業界全体での取り
組み

Ⅳ．Ⅳ．

◆社会人への実務教育
を拡充

Ⅰ．Ⅰ．
◆企業と大学が連携
◆実務に直結した教
育内容(ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ)を
実現
◆OJTやｲﾝﾀｰｼｯﾌﾟも

導入Ⅰ．Ⅰ．

◆自治体が主導し、地元で
生じている離職者の、地元
IT企業への再就職を支援

Ⅲ．Ⅲ．

Ⅲ．Ⅲ．

◆未経験者に対してITｽｷﾙを効率

的に身につける教育訓練を提供

ＩＴスキル標準を活用したＩＴ人材育成事業の効果（平成14年度補正予算）

○本事業をきっかけとして、ＩＴ企業、大学、自治体間の新たな機能的連携が促進○本事業をきっかけとして、ＩＴ企業、大学、自治体間の新たな機能的連携が促進
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戦略的情報化投資活性化事業（ＩＴＳＳＰ）とＩＴコーディネータ制度戦略的情報化投資活性化事業（ＩＴＳＳＰ）とＩＴコーディネータ制度

企
業
訪
問

経営者
交流会・研究会

情報提供
情報交流

戦略的情報化投資の実現

Ｉ
Ｔ
Ｓ
Ｓ
Ｐ

全国でセミナー開催（啓発活動）

ＩＴコーディネータ

ITSSPとは：　ＩＴコーディネータを媒体として、ＩＴを活用した　　
中堅・中小企業のＢＰＲ　　　　対内部　を促進

対外部※ITSSP＝ＩＴｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｽｸｪｱ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

　　ＢＰＲ＝ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌﾟﾛｾｽ・ﾘｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（業務プロセスの再構築を行うこと）

１９９９年６月 産業構造審議会情報産業部会「情報化人材対策小委員会」の中間報告

～戦略的情報化投資による経済再生を支える人材育成～

本提言に基づき、平成11年度より戦略的情報化投資活性化事業（ITSSP）を開始

（予算額：平成13年度 620百万円・平成14年度 520百万円・平成15年度 500百万円）
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中堅・中小企業のＩＴ化支援策（ＩＴコーディネータ活用支援）中堅・中小企業のＩＴ化支援策（ＩＴコーディネータ活用支援）

中堅･中小企業向けセミナー･交流会へのＩＴコーディネータの積極的な活用

　　　①ITセミナー等の開催 　　80百万円（平成１５年度）

　　　　　　（実施機関）都道府県等中小企業支援センター

　　　②実践的IT研修の実施　　　　　　　　50百万円（平成１５年度）

　　　　　　（実施機関）都道府県等中小企業支援センター

中小企業総合事業団・都道府県等中小企業支援センター等が行う専門家派
遣事業にＩＴコーディネータを活用　(2／3補助）

　　　①ITアドバイザー派遣事業 　　　75百万円（平成１５年度）

　　　　　　（実施機関）中小企業総合事業団

　　　②専門家派遣事業

　　　　　　（実施機関）都道府県等中小企業支援センターなど

政府系金融機関におけるＩＴ貸付制度において、ＩＴコーディネータを活用した

際の一部優遇金利の適用等

　　　①情報処理高度化融資事業（日本政策投資銀行）

　　　②戦略的情報技術活用促進資金（中小企業金融公庫）

　　　③情報技術導入促進資金（国民生活金融公庫）



情報政策ユニット42

(3)市場環境の整備
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情報システムに係る政府調達改革
課題 ～ベンダ依存構造～課題 ～ベンダ依存構造～

★　現在の政府調達市場では、翌年度以降の
随意契約を見込んだ初年度競争入札での極
端な安値落札が横行。システムの内容面で
の競争が行われているとは言い難い。

★　入札説明書（Request for Proposal:RFP）
の質が相対的に低く、求められているシステ
ムの内容が不明確なことにも原因がある。

★　資金力のある大手ベンダーに市場が寡占
され、かつ各社がバラバラにコアとなるシステ
ムを構築。ますます管理側はコントロール可
能性を失いつつある。

★　現在の政府調達市場では、翌年度以降の
随意契約を見込んだ初年度競争入札での極
端な安値落札が横行。システムの内容面で
の競争が行われているとは言い難い。

★　入札説明書（Request for Proposal:RFP）
の質が相対的に低く、求められているシステ
ムの内容が不明確なことにも原因がある。

★　資金力のある大手ベンダーに市場が寡占
され、かつ各社がバラバラにコアとなるシステ
ムを構築。ますます管理側はコントロール可
能性を失いつつある。

★　結果として、調査企画段階を含む全工程
において、大手ベンダへの依存度はますます
高まるばかり。

★　このため、連絡会議では、質の競争の重
視、技術力のある中小・ベンチャーの活用促
進を狙いとした制度運用改革、及び、調達管
理の体制強化を打ち出している。

★　結果として、調査企画段階を含む全工程
において、大手ベンダへの依存度はますます
高まるばかり。

★　このため、連絡会議では、質の競争の重
視、技術力のある中小・ベンチャーの活用促
進を狙いとした制度運用改革、及び、調達管
理の体制強化を打ち出している。

ＩＴ
ベンダ

ＩＴ
ベンダ企画調査

設　計

開　発

運　用

依存依存!!!!

情
報
シ
ス
テ
ム
部
門

ＩＴ投資プロセスＩＴ投資プロセス

ＩＴ運用　（運用）
～ＩＴシステムの運用～

ＩＴ運用　（運用）
～ＩＴシステムの運用～

ＩＴ開発　（開発）
～ＩＴシステムの開発～

ＩＴ開発　（開発）
～ＩＴシステムの開発～

ＩＴ資源調達（調達）
～予算措置、調達～

ＩＴ資源調達（調達）
～予算措置、調達～

ＩＴ企画　（設計）
～ＩＴシステムの設計～

ＩＴ企画　（設計）
～ＩＴシステムの設計～

業務戦略企画　（調査企画）
～業務戦略から

システムの骨格企画まで～

業務戦略企画　（調査企画）
～業務戦略から

システムの骨格企画まで～

フィードバック
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３．導入への段取り

　平成１４年１２月　　「ＩＴアソシエイト協議会」（経済産業省研究会）中間報告とりまとめ。　　　　　　

　　　

　平成１４年１２～平成１５年３月　　モデル事業を実施。成果をＣＩＯ連絡会議で報告。

１．問題の所在

　政府による情報システムの調達においては、安値落札・高値随意契約の横行、大手ベンダ依存に

よる重複開発など、大量の無駄が発生。この解決のためには以下が必要。

　　①政府調達における大手ベンダ依存構造の是正、調達管理体制の強化

　　②各法律業務や予算、旅費その他業務毎にバラバラなシステムを効果的に統合し、改革を促進

２．解決策（ＩＴアソシエイト）

　ＩＴアソシエイトとは、各省ＣＩＯ（情報化統括責任者）のＩＴ補佐官であり、

　　①ＣＩＯを直接補佐して組織全体の情報システム戦略を企画し、

　　②調達契約、開発作業の監理など調達管理を支援し、

　　③府省横断的に統一された手法（エンタープライズアーキテクチャー：ＥＡ）を修得している、

　システム企画・調達の外部専門家。

（参考）　ITアソシエイト
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下請代金支払遅延等防止法の概要

Ⅰ．法律の目的

下請代金の支払遅延等を防止することによっ
て、親事業者の下請事業者に対する取引
を公正ならしめるとともに、下請事業者の利
益を保護する。

Ⅱ．親事業者と下請事業者の範囲

親事業者：

下請事業者：

製造委託又は
修理委託

資本金が３億円を超える
会社

資本金が３億円以下の
会社または個人事業者

資本金が１千万円を超え、
３億円以下の会社

資本金が１千万円以下の
会社または個人事業者

Ⅲ．下請代金支払遅延等防止法における親事業者の義務・禁止事項及び行政措置

親事業者

中
小
企
業
庁

ａ．下請事業者からの給付の 受領拒否

ｂ．下請代金の支払遅延
ｃ．下請代金の減額
ｄ．不当な返品 ｅ．買いたたき
ｆ．購入規制 ｇ．報復措置

ｈ．優勝至急財の対価の早期相殺
ｉ．割引困難な手形の交付

禁止事項

ａ．注文書の交付
ｂ．書類の作成・保存

ｃ．下請代金の支払期日の設定
ｄ．支払遅延利息の支払い

義務

①
書
面
調
査
②
立
入
検
査

等

③
措
置
請
求

公
正
取
引
委
員
会

④勧告

違反したときは３万円以下の罰金

⑤勧告に従わないときは違反内容・社名の公表

ａ．受領するよう勧告
ｂ．支払うよう勧告

－遅延利息（年１４．６％）－

ｃ．減じた額を支払うよう勧告
ｄ．返品したものを引き取るよう勧告
ｅ．下請代金を引き上げるよう勧告
ｆ．購入させたものを引き取るよう勧告
ｇ．不利益な扱いを止めるよう勧告
ｈ． 下請事業者の利益を保護する
ｉ． ために必要な措置を勧告

禁止行為を行ったときの勧告措置
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